
申請書の記載例・ポイントについて
（DX投資促進税制）

（※）本資料は申請を検討する事業者用の参考資料として作成したものであり、実際に作成する際には、本資料のみに
依らず、各申請書の「記載要領」や実施指針・情報技術事業適応特例基準などの関係法令を参照の上、作成する
必要があります。
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事業適応計画の認定申請書の記載例・ポイント①

• 産業競争力強化法施行規則様式第18が認
定申請書として定められておりますので、こちらを
ご活用下さい。

• オンライン申請の場合は、同様の項目がフォー
ムとして用意されております。申請書に添付する
書面は、システム上アップロードする形でご対応
いただきます。

• 共同申請の場合は、同様の項目を申請
者分記載する必要があります。

（記載例）
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事業適応計画の認定申請書の記載例・ポイント②
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事業適応計画の認定申請書の記載例・ポイント③
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事業適応計画の認定申請書の記載例・ポイント④

• 情報技術事業適応の具体的
な取組への内容を記載します。
実施指針第2項第1号ハに規
程する「情報技術の進展による
事業環境の変化に対応して行
うもの」への該当性を説明する
必要があります。

• これらを説明するため、添付書
類（経産省HPにおいて記載例
を公開）として、補足説明資料
を作成し、提出します。

• DX投資促進税制の利用を希
望する場合は、記載例のとおり
に記載（様式第18の17におい
て記載する旨を記載）すれば
足ります。
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事業適応計画の認定申請書の記載例・ポイント⑤
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事業適応計画の認定申請書の記載例・ポイント⑥



- 7 -

事業適応計画の認定申請書の記載例・ポイント⑦
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事業適応計画の認定申請書の記載例・ポイント⑧
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情報技術事業適応に係る確認申請書の記載例・ポイント①
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情報技術事業適応に係る確認申請書の記載例・ポイント②
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情報技術事業適応に係る確認申請書の記載例・ポイント③

情報技術事業適応に伴う設備投資等の金額
（様式第18別表2－2の表中「税額対象」の
欄に「○」が付された設備等の投資合計金額）
（申請者が連結会社である場合は、自己の設
備投資等の金額に同一の連結の範囲に含まれ
る他の共同で申請する認定事業適応事業者の
設備投資等の金額を加えて得た額）

直近3事業年度の国内売上高の額
（申請者が連結会社である場合は、その国内
売上高の額）の平均値

分子・分母を上記の通り計算し、割合（少数
点第3位を四捨五入した上で、百分率（％）
で表記）及びその計算式を記載します。

主務大臣による確認を受けるためには、この値が、
0.1%以上である必要があります。

要件となっているDX認定の取得・更新
について記載します。
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添付書面について

 DX投資促進税制の適用を受けるためには、申請書２点（様式第18及び様式第18の17）に加えて、
申請書のバックデータや補足資料を添付書面として併せて提出する必要があります。

 添付書面の表紙（目次）、その他作成が必要な資料についてはひな形を公開していますので、そちらから
ダウンロードし、作成してください。
※オンライン申請の場合は、申請書２点はシステム上フォーム化されていますので、添付書面のみ個別にファイルを作成し、同システムにアップロード（提出）します。

添付書面のひな形の公開先（経済産業省HP)

• 添付書面のひな型は経済産業省のホームページにて公開しています。以下の
イメージのとおり、それぞれ公開しておりますので、ダウンロードの上、作成してく
ださい。

ホームページへのリンクはこちら

添付書面の表紙（目次）について

• DX投資促進税制の利用申請に必要な添付書面は、表紙ひ
な形に記載の１～11のうち、1～9です。（以下イメージ）

• なお、添付書面6については、計画の実施に必要な資金を全
て自己資金で賄う場合には作成不要のため、添付書面7～9
の番号を繰り上げる必要があります。

（経済産業省HPの画面イメージ）

添付書面目次 

 

添付書面 

 

１ 定款の写し 

２－(1) 事業報告の写し 

２－(2) 貸借対照表 

２－(3) 損益計算書 

３ 生産性の向上又は需要の開拓について 

４ 財務内容の健全性の向上について 

５ 経営の方針の決議又は決定の過程について 

６ 計画の実施に必要な資金の使途及びその調達方法の内訳について 

７ 暴力団排除に関する誓約事項 

８ 
前向きな取組の根拠（成長発展事業適応又は情報技術事業適応に関する計画

に限る。） 

９ 
「データ連携」及び「クラウド技術の活用」について（情報技術事業適応に

関する計画に限る。） 

 

https://www.meti.go.jp/policy/economy/kyosoryoku_kyoka/jigyo-tekio.html
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